F 工業 の利用にあたって

　　

　　これまで実施してきた工業統計調査が令和２年（2020年）で中止となり、総務省・経済産業省が実施する経済構造実態調査の一部「製造業事業所調査」として令和4年（2022年）から開始された。

１　2023年経済構造実態調査製造業事業所調査（以下「製造業事業所調査」という。）の概要

（１）調査の目的

　　　本調査は、全ての産業の付加価値等の構造を明らかにし、国民経済計算の精度向上等に資するとともに、経済センサス‐活動調査の中間年における経済構造統計を作成することを目的としている。

（２）調査の期日

　　　事業所数、従業者数の経理外項目は令和５年6月1日を調査期日とし、製造品出荷額等などの経理項目は令和４年１月から令和４年１２月までの１年間の実績を調査している。

（３）集計について
　　　製造業事業所調査の調査結果は、以下の全てに該当する製造事業所（以下「事業所」という。）について集計したものである。

・個人経営を除く事業所であること。
・管理、補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと。
・製造品目別に出荷額が得られた事業所であること。
事業所について、日本標準産業分類（平成25年10月改定）における大分類、中分類、小分類又は細分類ごとに売上高（製造品出荷額等）を上位から累積し、当該分類に係る売上高（製造品出荷額等）総額の９割を達成する範囲に含まれる事業所を調査対象とし、その報告を基に全体を推計した上で結果表として集計した。
２　利用上の注意

（1） 製造業事業所調査と工業統計調査は集計範囲等が異なり、過去の工業統計と単純比較できない。製造業事業所調査は、個人経営を除く全ての事業所を集計しているが、工業統計調査については、国に属する事業所以外の従業者4人以上の全ての事業所を調査対象として集計している点に留意する。

（2） 平成23年工業統計調査は、平成24年経済センサス-活動調査の一環として、平成27年工業統計調査は、平成28年経済センサス-活動調査の一環として、2021年工業統計調査は、令和3年経済センサス-活動調査の一環として実施されたが、調査手法の違いなどから、通常の工業統計調査の結果と連結しない部分があるため、集計をしていない。

（3） 平成29年工業統計調査から調査期日が12月31日から6月1日に変更となったため、平成29年以降の調査は、調査年と、製造品出荷額等などの実績年が異なる（平成 29 年工業統計調査の場合は平成 28 年実績）。また、製造業事業所調査も同様である。　　　　　
（4） 令和元年（2019年）以降の工業統計調査及び製造業事業所調査は、調査名に西暦が使用されているが、この統計書では、調査の結果を過年度の結果とあわせて表示する場合、年の表記を統一するため、和暦を使用している。

　

（5） この統計書の数値は、豊田市が独自集計したものであり、国の数値とは異なる場合がある。
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